被災者の悩みが映す「壊れかけている日本」 : よりそいホットラインの相談から (シンポジウム 震災と社会的排除 : 希望の復興を求めて) by 遠藤 智子
被災者の悩みが映す「壊れかけている日本」 : よ
りそいホットラインの相談から (シンポジウム 震
災と社会的排除 : 希望の復興を求めて)
著者 遠藤 智子
雑誌名 和光大学現代人間学部紀要
巻 6
ページ 246-257
発行年 2013-03-19
URL http://id.nii.ac.jp/1073/00001950/
── はじめに：650万件のアクセス
本年 4 月から11月末までの「よりそいホットライン」へのアク
セス数は650万件を超えた。アクセス数というのはかけてこられ
る電話の本数なので、つながらない電話に何度も再ダイヤルする
率を考えると、650万人ということではないけれども、すさまじ
い数である。 1 日のアクセス数はほぼ 3 万件超となっている。1
分に20本である（表 1 ）。「よりそいホットライン」は国モデル事
業としては空前の規模の電話相談になったと言っていいと思う。
「どんな人の、どんな悩みにも寄り添って、一緒に解決を考える。
もう、あなたを一人にしたくない」これがホットラインのキャッチコピーだ。このコピー
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基調講演◉被災者の悩みが映す「壊れかけている日本」
よりそいホットラインの相談から
遠藤智子 Endou Tomoko
プロフィール：1989年から日本フェミニストカウンセリング研究会（現：NPO法
人日本フェミニストカウンセリング学会）全国運営委員として女性のための心理
相談分野での活動を始める。1999年から全国女性シェルターネットに参加。2003
年からNPO法人シェルターネット事務局長として、DV法の第一次改正に取り組む。
2007年からはDV法第二次改正にも取り組む。2010年 2 月から 3 月までの、内閣府
事業「パープルダイアル（24時間DV／性暴力のホットライン）」に参加。2011年
10月より一般社団法人 社会的包摂サポートセンター事務局長。
照会区間 総   呼   数 完 了 呼 数 接続完了率
2012年 4月 318,159 22,209 7.0％
2012年 5月 575,191 36,642 6.4％
2012年 6月 721,875 34,010 4.7％
2012年 7月 871,689 31,624 3.6％
2012年 8月 834,128 33,390 4.0％
2012年 9月 952,832 31,651 3.3％
2012年10月 1,102,359 35,678 3.2％
2012年11月 1,051,624 33,091 3.1％
合　計 6,427,857 258,295 4.0％
注）完了呼数とは、相談につながった電話件数のこと。
表 1　2012年4-11月における総呼数・完了呼数・接続完了率
に650万件が集まった。「自分の悩みを一緒に考えてほしい」と思った人がこの日本社会に
は何万人もいるという現実だと言わざるを得ないのではないか。
毎月、電話数の統計を取るたびに考える。「相談できる人がいない人がこんなにいるのだ」
と。電話の向こうには、間違いなく私たちの住む国に蔓延する「排除と孤立」がある。
そして、この「排除と孤立」は東日本大震災を契機として、まさに鋭く明らかになった。
「被災」が全国の状況をも焙り出した結果となったように思う。
「よりそいホットライン」から見えた、今の日本の状況の一端をご報告したい。
── よりそいホットライン設立の経過と基本姿勢
相談内容などに入る前に、これだけの電話を集めるようになったホットラインの成立の
経過と基本的な姿勢について述べたい。
よりそいホットラインの始まり
よりそいホットラインを運営する一般社団法人社会的包摂サポートセンターは、東日本
大震災で被災した首長と首長経験者、新潟県中越地震や鳥取県西部地震という災害を経験
した地域の首長等で理事会を構成している。特に代表理事の熊坂義裕は前宮古市長だが、
開業医として診療していた時に被災し、自宅のすぐ前まで津波が押し寄せたという経験か
ら「震災後半年を過ぎれば心のケアが求められる。無料でどんなことも相談できる電話相
談をしたい。窓口は一つでも多くしたい」との思いで、それまで親交のあった方々と話し
合って2011年10月に法人を発足した。
実際の運営にはNPO法人全国女性シェルターネット、自殺防止民間団体全国ネットワー
ク等の多様な民間支援団体の協力を得て、2011年10月11日から仙台市内で 1 回線、週 2日
の「寄り添いホットライン」を始めた。対象は岩手、宮城、福島 3 県である。
はじめのアクセスは本当にわずかなものだったが、確実に支援の必要な方からの相談を
受けてきた。震災で家族を亡くした喪失感、放射能被害に対するやり場の無い怒り、みな
し仮設に住み支援の格差に悩む訴え。大晦日も「ぜひ開設してほしい」という相談者から
の要請で実施し、年末年始には生活困窮等に悩む方のご相談も受けてきた。各領域で様々
なフィールドで相談を受けてきた、地元仙台の相談員がじっくりと話を聞かせていただき、
模索しながら支援の手法を考え、社会資源につないできた。
よりそいホットラインの基本姿勢
始める前に、運営委員の皆さんなどと実施方法について検討した時考えていたことは、
「何でも受ける」「再電話を拒まない」「（個人的な）ネットワーク（を使ってでも）で何とか
地域につなげる」ということである。
「何でも」相談を受けると言うのは実は大変に難しい。できそうでなかなかできない。
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「何でも相談」を受けることができる相談者も、決して多くはない。生活困窮者支援にかか
わってきたものにとっては、児童虐待が未知の領域であったり、障害者支援の領域で働い
てきたものにはDV（ドメスティック・バイオレンス）被害者支援はわからない、といったこ
とはよくある。「支援の縦割り」と呼ばれるものである。
「よりそいホットライン」では、この縦割りの解消のために、課題によっては相談者に時
間を置いて回答する「折り返し電話」システムとした。こうすることで、相談員になる方
を集めることができたという結果も生んだ。
「あなたのご相談に応えられる者が今いない。だから、調べて折り返しあなたにご連絡さ
せていただけないか」と説明し、連絡先を教えていただき、後日電話するというものである。
従来の相談窓口は「どうしたいか」わかっている人々が対象であることが前提である。
法律問題の相談をする、虐待の相談をする、生活保護の申請をする、それに相談員が応え
る、というシステムである。その区分けに沿って「専門領域」も確立してきた。
しかし、その方式では複数の課題を抱えた相談者のニーズには沿えない。さらに「この
悩みはどうすれば解決するのか」という問いには答えられずいわゆる「たらいまわし」に
ならざるを得ない。
「あなたは何がしたいのか。わかってから来てください」という窓口のシステムは「相談
者の努力」を前提としている。よりそいホットラインはそれを逆転しようと考えた。学ぶ
のは相談を受ける側であるべきだ。「あなたの悩みをどう解決すればいいかまずこちらで調
べてみます」という姿勢をとろうと思った。相談者に「よりそって」、悩みを解析し、「こ
こからアプローチをしよう」と相談者と相談員が一緒に考えていくことにしようと。
また、同行支援を組み込んだことも効果的であったと考えている。
ホットラインの相談の終了は相談者が支援者につながる時点である。相談者の住む地域
で、相談者を「よりそう誰か」につなげるところまで。そのために、情報提供だけでなく、
直接の同行支援と、電話での同行支援にも取り組んでいる。よりそいホットラインでは緊
急を要する事案に限って直接同行支援を行っているが、本人の同意があれば、つなぐ先の
機関へ相談員から事前に担当者に事情を伝えておくなどの電話での同行も行う。
同行支援は民間支援団体の活動の要ともいえるもので（つまりは、行政に比してきめ細かな
サポートを行っているということである）、簡単に言えば「付き添う」ことである。DV被害当
事者のサポートなどが代表的だが、電話・面接の相談対応から始まり、シェルター提供、
買い物などの日常生活支援、子ども支援、保護命令などの司法支援、国民健康保険などの
行政支援、自助グループ、就労支援など、長いときは10年以上当事者とともに歩む支援で
ある。
「支援者」はどんな課題でも電話だけでは不十分、と感じる。協力をいただいた全国の
「際立った」支援者の「できる範囲で付き添いたい」という思いで、そんなやり方になった
のだ。
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国のモデル事業として
仙台で 3 ヵ月実施したあと、厚生労働省社会・援護局の補助金に応募し選定され、国の
モデル事業である「社会的包摂ワンストップ相談支援事業」として平成24（2012）年 3 月
11日から「よりそいホットライン」を全国規模に拡大することになり、今年度も同様に継
続している。
37ヵ所の地域センター（電話拠点）を「何でも相談」として稼動させ、自殺予防・性暴
力／DV被害対応・外国語対応・セクシュアルマイノリティ対応という社会的マイノリティ
への対応も盛り込んだ 4 種類の専門ラインを確保し、24時間のホットライン実施に取り組
んだ。連携してくださる民間団体も400団体を超え、相談員は全国で約1800人、相談員を
バックアップするコーディネーター、専門員は300人ほどの体制となった。当初思っていな
かったほど大所帯になってしまった。
しかし、基本コンセプトは変わらない。「何でも聞く」「再電話を歓迎する」「わからない
ことはこちらが調べる」である。
この姿勢が相談者のニーズに合致したのではないだろうか。平成22（2010）年度に同様
な国のモデル事業「パープルダイヤル（DV／性暴力の専門ホットライン）」があったが、「パ
ープルダイヤル」は50日間で 6 万 3 千件のアクセス、相談数は 2 万件超。よりそいホット
ラインは 1 日当たりの件数でみれば20倍を軽く超える結果となっている。
問題を解決するための相談ではなく、聞いて一緒に考える「よりそいホットライン」の
相談こそが、時代に求められているものだったのだと思う。
── 相談内容の概観
どんなガイダンスを選んでいるか
よりそいホットラインはフリーダイヤルにかけると以下のようなガイダンスが流れ、プ
ッシュボタンで相談したい内容を選ぶ。
「暮らしの中で困っていること、悩みを
話したい方は 1 を、外国語の対応は 2 を、
DVや性暴力など女性の相談は 3 を、性
別や同性愛（セクシュアルマイノリティ）
の相談は 4 を、今自殺しようと思い悩ん
でいる方は 5 を」。
アクセスしている相談者がどのガイダンス
を選んでいるかを見ると、4 月から11月の集
計は右の図 1 のとおりとなる。暮らし全般の
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一般ライン80％
DV・性暴力4％
外国語0.1％
セクシュアルマイノリティ4％
自殺予防10％
その他2％
図 1　ガイダンスの選択
相談が80％、自殺予防が10％、DVや性暴力が 4 ％、外国語対応が0.1％、セクシュアルマ
イノリティ対応が 4 ％となっている。
10本にひとつが「今自殺を考えている」というガイダンスを選んでいるのだ。毎日3000
件以上である。
どんな相談なのか
ガイダンス別の代表的な相談の主訴は以下のようなものである。
・一般相談
現在の所持金がほとんどなく、何日も食事をしていない。
生活保護は受給しているが、人間関係もなく先の見通しもない。
・自殺予防
生きるのが辛い。自分はダメな人間だ。引きこもってしまう自分が許せない。
死にたい。
・DV／性暴力
夫の暴力に長年耐えてきたが、被災を機に何とか離婚したいと思っている。
レイプ被害にあったが、警察が被害届を受け付けてくれず、逆にあなたも悪いとい
われた。
・外国語対応
労働災害申請がしたいが、通訳がいない。
日本人の男性の子を妊娠したが認知してくれない。
・セクシュアルマイノリティ
学校でいじめにあっている。自殺を考えている。
スクールカウンセラーに相談してセクシュアリティを否定されてしまった。
相談者はどんな人であったか
本事業では、相談内容を電子データ化している。図 2 は集計することができた（打ち込む
ことができた）7 ～ 9 月の相談内容の集計結果である。したがって、傾向を読み取ることし
かできないことをお断りしておく。
①相談者の性別について
男女はほぼ同数である（これは集計で
きる時点でいつとっても同様である）。
②相談者の年代
40代がトップであり、50代30代と
続く。この年代構成も、ホットラ
イン開始以来ずっと変わらない。
③悩みの内容について
250
シンポジウム◎震災と社会的排除
10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代
0
100
200
300
400
500
600
図 2　2012年7-9月：年代別電子カルテ数
・相談者の 3 人に 1 人が心の悩みを抱えている。
・生活苦の相談は5000 件以上であった。
・被災関連においては、避難生活と原発事故についての悩みが多い。
・人間関係については半数以上が家族との関係で悩んでいる。
・仕事に関する悩みでは、仕事がないことが最大の悩みである。
・病気に関する悩みは、医療機関との関係の悪さを想定できる。
・女性の悩みは 7 割近くがDVであった。
・自殺ラインへの相談は、6 人に 1 人が自殺未遂を体験しており、非常にハイリスク
な相談者であることが分かった。
④相談者の現状について（ここのみ平成23年度集計）
相談者の行動や症状は図 3 および図 4 のようなものであった。圧倒的な孤立状況が見
て取れる。
⑤相談者のプロフィール
こうした統計データと、現実の相談内容を合わせると、相談者のプロフィールが浮か
び上がる。
・私的領域（家庭内等）での暴力被害がある（DV、虐待を含む）。
・精神疾患に悩んでいる。
・障害がある、または疑われる。特に発達障害の相談は多い。
・希死念慮がある。
・自尊感情が低く、自分を追い詰める傾向がある。
・孤立している。支援（生活保護や医療）につながりながらも孤立している例も少なく
ない。
・家族の中でも孤立している。
・相談窓口での二次被害の体験がある。
・複数の問題を抱えている。
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図 3　相談者の症状
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図 4　相談者の行動
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⑥被災地の相談
被災地からの相談内容を、統合したりなど加工して代表的事例として記載した。
事例 1：40代　男性
被災し、借り上げの仮設住宅に居住。職場が津波で流され、今は無職。義援金など
もらえるお金はもらったが使い果たし所持金がない。生活保護の相談に行ったが、努
力が足りないと言われた。抑うつ状態で通院していたが経済的理由で行けていない。
夜は眠れていない。
事例 2：60代　女性
原発事故のあとうつ病とパニック障害に。娘はPTSDになり、他県の親戚の家に引っ
越し。放射能被害のことが頭を離れない。震災直後は自殺念慮もあった。今も精神的
に波があり、家事がうまく出来ない。
事例 3：50代　女性
震災後、夫は被災地で仕事を続け、娘と親戚を頼って西日本へ避難している。転校
を受け入れてもらえず苦労し、地域となじめず孤立している。夫の仕送りで生活して
いるが、経済的に立ち行かない。夫婦仲も悪くなり、離婚も考えているがどうしたら
いいかわからない。　
事例 4：40代　女性
被災後、県外の夫の実家に避難した。避難先では仕事が見つからず夫は被災地で臨
時的な仕事についている。夫の父親が寝たきりになり、介護に明け暮れる毎日。生活
のすべがないので、実家を離れることはできないが、震災の後、津波の映像やニュー
スを見てもともと患っていた精神疾患が悪化。もし自分が被災したら、という不安が
頭をずっと離れない。このままずっと家族が離れたままになってしまうのだろうか。
事例 5：60代　男性
原発事故後、県外に避難している。自主避難ではないため経済的な補償はあり、何
とかアパートに移ることはできたが、先の見通しが全くない。知人もなく、本当は帰
りたい。働きたいが仕事もない。　
──「回復のプログラム」が求められている
被災地からの相談は過酷であった。しかし、実は、研究者や立法に携わる人々、マスコ
ミの想像以上に、日本中に過酷な状況に直面している人々がいるということが、この相談
事業で分かってきた。私は何を見てきたのかと、日々考えさせられる。支援に携わる人々
だけが、そのことを知っていたのである。
私自身は女性に対する被害当事者の支援の領域で30年近く生きてきた。このホットライ
ンにかかわってすぐに感じたのは、「多くの相談者の状況は暴力の被害当事者の状況に酷似
252
シンポジウム◎震災と社会的排除
している」ということである。
自尊心を奪われ、対人恐怖があり、コミュニケーションができない。だれにも相談でき
ず、何かに対しての怒りを抱え、支援できる制度が不十分である。
ああ、相談者は「社会的排除」という「暴力」を受け続けているということなのだ、と
今は思っている。
相談を受けていく中で、とにかく、日本社会が壊れている、というのが相談の現場感覚
である。「ただただ、辛い。さびしい」「誰かと話したい」「無料だからかけられた」などの
電話がどれほど多いことか。相談票を見ていて、ある相談員は「切なすぎる」と言った。
「こんなに独りぼっちになっちゃったのかと思う」と。そして、その相談者の半数が30代、
40代である。社会の中核として、職場の責任ある立場として、居場所があるはずだと思わ
れてきた世代が「居場所をなくしている」。精神疾患の悩みも大変多い。就労していても傷
病を得れば簡単に職場を失ってしまい、生活困難に陥ってしまう。若い世代の多くは、継
続して働いた経験を持っておらず、安定した仕事がないことも、無保険・無年金状況も当
たり前と受け止めている。多くの研究者が警鐘を鳴らしてきた「日本の社会保障の薄い部
分」の矛盾が噴き出てきているのだ。
そうした状況が背景にあるのか「説得」が必要な事例も出てきている。
「病院に行ったほうがいいですね」と相談員がアドバイスしても、「お金がないから行け
ない」と、相談員から「深刻な状況だから、お金は後でこのように工面できる方法もある
から、行ったらいかがですか」とお話ししても、「私なんかどうなってもいい」という答え
が返ってくることがあると。
努力しても報われない、自分だけではどうすることもできない、「自分のような人間は」
誰も助けてはくれない、助かる価値はない……。ホットラインの向こうから「生きていて
もいいのでしょうか」という問いが発せられているように思えてならない。
電話をかけてこられる相談者は、「被害」をうけたのだから、「回復」の期間が必要なの
だ。今の日本にはその期間の保障がない。傷ついたままで、しかも孤立したままで、どう
やって「社会参加」や「就労」ができるというのだろうか。DV法成立以降、一貫してDV
被害当事者支援にかかわる民間支援団体が公的機関に訴えてきたことは、「暴力の被害者の
回復を公的に行うべきである」ということだ。シェルター提供と生活保護という既存のシ
ステムだけではなく、「暴力被害からの回復」のシステム、心のケア、社会参加に向けたプ
ログラムなどを公的な資金で実施すべきであると提案してきた。DV被害当事者だけではな
い。もっともっと多くの排除に直面した人々に、社会全体で回復のプログラムを提供しな
ければならない時期に来たことを「よりそいホットライン」が明らかにしたということな
のではないだろうか。そうでなければ「崩壊」は止められないのではないか。
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──「弱くて」いいではないか
現行の社会保障制度のありようや、行政の福祉施策・支援制度などを見ながら現在考え
ていることは、制度の対象者の把握が間違っているのではないかということである。
私たちはそんなに画一的に強靭ではない、と言いたいのだ。そして、「弱くて」いいでは
ないか、ということなのである。
もちろん当事者の真の意味での強さのことを言っているのではない。
例えば、DV被害を受けて、暴力から逃れて抑うつ状態になっている場合、買い物ができ
なくなる時期もある。加害者である夫によく似た人を見るだけでフラッシュバックを起こ
し、暴力の体験がまざまざと甦り、スーパーの中であろうとどこだろうと、その場にいら
れなくなる、ということはあるのだ。
しかしそれは、そういうことだというだけのことである。本人の強さとは関係がない。
そういう症状を呈するそういう時期があるというだけのことである。彼女はやがて傷つき
が癒えていけば、買い物ができるようになるのである。
言いたいのは、その時期があるということを社会が認めるべきであるということなのだ。
DV被害、児童虐待、いじめ、パワーハラスメント、多重債務、家族の自殺、リストラ、さ
まざまな領域で、さまざまに「傷つき」さらに孤立してしまった人々が、買い物ができな
かったり、学校に行けなかったり、威圧的に話す人には逆らえなかったり、就職の面接に
行けなかったりすることが逆説的に言えば「普通」なのだから、支援システムはその「で
きないことがある」ことを受け止め、その状態からの「回復のプロセス」を含めたものに
なるべきなのだ。
DV被害当事者に「生活保護から早く脱却しないと。何とかすぐに就職しなさい」と言っ
たりしないで、「ゆっくり身体と心を休めましょう。まずはカウンセリングのプログラムか
ら」と「公的に」言える社会の制度が必要なのである。
各種の制度を見ていると、「（何らかの障害がなければ）普通に働ける」「自分で何でもでき
る」ことが、まるっきり前提になっているようだ。そうなっているので、「自己責任」がま
かり通るのである。「自己責任」が深く市民に内面化したので「私なんか何もできないから
生きていても仕方がない」と考えやすくなるのではないか。そう考えるように仕向けたの
は誰なのか。
自分のせいでなくても「ひとりでは何にもできないことがある」。これが社会的排除に直
面した時なのではないだろうか。そういう時期には、「誰かとなんとかすればいい」と考え
ればいいではないか。
こう書くと、「家族の再生を」という声が聞こえてきそうだが、ことはそう単純ではない。
支え合える家族はすでに幻想となっていることも多い。よりそいホットラインの相談でも
実に 3 人に 1 人近くは何らかの暴力被害を直接受けており、そのうち約 6 割は家族からの
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暴力なのである（平成24年度実績第一次集計）。暴力加害者のいる家族に支えてもらうことな
ど望めない。障害やリストラやDVなどの悩みが家族に理解してもらえないために、身動き
が取れなくなっている相談者も少なくないのである。家族であるがゆえにお互いを「許せ
ない」ことだってあるのは、介護の領域などでもよく言われる真実ではないだろうか。
では誰と一緒に「なんとかすればいい」のか。
──「よりそいワーカー」募集中
一人一人の相談者に寄り添ってくれる「誰か」とはどんな人になるのだろうか。
私は「優しい他人」が必要なんだろうなぁと感じている。よりそいホットラインの相談
員は、専門領域を持たず、何でも相談に応じることになっている。いわゆる「専門家」で
はない。そこが「優しい他人」に限りなく近いのである。
悩みの解決には最終的には専門家との相談は必要になるが、専門家は縦割りであり相談
者は明確な主訴をもって相談に行かなければならない。病気なら医師だし、遺産相続なら
弁護士のところへ。だが、よりそいホットラインに相談を寄せられている方は、課題の整
理も困難であり、また、その専門家にたどりつくための「情報」も「人脈」も持っていな
い。そして、連れ添ってくれる親族も友人もいない。
その状況を見ると、当事者が「専門家」にたどりつくまでの間をつなぐ役割が、社会的
に不足していることが見て取れる。その狭間を埋める役割を担うには「よりそい」のでき
る支援者（よりそいワーカーと呼ぼうと考えているが）がぴったりのような気がする。しかも、
その「よりそい」の間に「回復」の仕組みがなくてはならない。
相談者は、どのような理由が表面上に見えていたとしても、人との関係性の中で傷つい
ている。例えばリストラよりは「理解されなかった、信じていた人に裏切られた」ことの
方が重いように思う。関係性の中で傷ついたものは、関係性の中で回復するしかない。そ
のためには、相談者が持ち得ていない「親身になってくれる他人」しかも、親族等とは異
なってある程度の専門知識がある支援者が「仕事として」、平等に客観的に対等な関係性を
相談者と作ること。相談者が実社会に出る前の試行として、「安全な人間関係」を構築する
ということが効果的なのではないだろうか。家族も友達も「選びなおせる」のだから。
だんだん、「（外に出ても）大丈夫な気持ち」を積み重ねる期間。「勇気」を取り戻す期間
についていてくれるのが「よりそいワーカー」であるといい。
「よりそいワーカー」の登場はきっと「歴史の必然」に違いない。
そして私の役目は、これを制度化することであるに違いないと思うようになった。
30年かかわってきた女性に対する暴力の被害当事者支援の在り方を、すべての支援領域
に広げ社会化していくことが、当事者の回復と社会参加をもう一度進めることにつながる
のだと思うと感慨深いものがある。
自身としては決して得意なことではないが、1 日 3 万件のアクセスの電話相談を多様な
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領域の仲間の支援者と深化させ続けながら、「よりそいワーカー」の理論化に取り組んでみ
たいと考えている。そして、社会的排除から包摂へ、誰にでも優しい社会へ少しでもこの
国の状況を変えられるように力を尽くしていきたい。
どうぞ、この文を読んでくださった皆さんは「よりそいワーカー」に立候補してくださ
い。地域社会に「よりそいワーカー」が増えれば増えるほど、地域は住みやすくなるに違
いない。「よりそいワーカー」になるには資格はいりません。相談者と対等な関係を作れる
ことが条件です。そしてちょっとおせっかいな方がいいかもしれない。
「排除」させないことが最善であることは当然のことである。ホットラインの相談から見
えてきた排除に至らないために必要な事柄について、最後にいくつか述べてみたい。
①暴力被害の予防について
DV、虐待などすでに法規制が一定程度あるものの家族の中での暴力が大変多いこと
が分かってきた。もちろん、DVも虐待も可視化されたとはとても言えないが。「身近
であるからこそ告発しにくい」暴力についての対策を抜本的に立てるしかない。その
ためには、家族の中に暴力が起こりうることを幼少時から伝え、暴力の加害者にも被
害者にもならない教育に取り組む必要がある。特に感じるのは「（私は）暴力を振るわ
れる必然はない」と感じることができない事例があまりにも多いことである。これは、
人権、自尊心の問題だ。そこに焦点をあてた予防教育が求められていると思う。
②就労について
労働に関連する相談で一番多いのは、仕事がないという相談である。そこで「仕事
づくり」が求められており、多くの民間団体がそれに取り組み、「社会的企業」の動き
も始まっている。なかなか大きなうねりとはなっていないが、希望を持てる領域だと
思う。また、「中間的就労」という、本格的な就労のための準備段階を設ける取り組み
も始まっている。「中間的就労」は広く制度化していくべきものだと思う。
しかし、もう一点見えてきたのは「職場環境・働き方」を何とかしなければいけな
いということである。
非正規の仕事しかない、複数の仕事につかざるを得ないために社会保障の対象にな
らない、パワハラがあるなどさまざまな相談があるが、明らかであったのは「職場で
不当なことがあってもどうしたらいいかわからない」という実情だということである。
労働法制は働く人々に浸透していない。労働組合そのものを知らない人も多い。その
ような人が働く状況はきわめて過酷に違いない。
現在の労働組合にはいろいろな問題がある、とは思うが、システムとして効果的で
あることは間違いない。私は女性問題にかかわると同時に、労働組合にも長くかかわ
ってきた。労働組合というものは、働く人を守るためには大変優れたツールである。
なぜそれを、すべての働く人に行き渡らせることができていないのだろう。自分も含
めて、労働組合にかかわるものすべてに責任があると思う。
労働組合は「組合員」ではなく働く人々すべてを対象とした働きをしてほしい。仕
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事作り、中間的就労についても、国内社会資源としては最大手の労働組合が積極的に
取り組むことで、もう少し状況を変えることができないだろうか。ぜひ「春闘方針」
に入れてほしいものだとひそかに考えている。
③多様な当事者を排除させないこと
「よりそいホットライン」ではセクシュアルマイノリティ専門の相談回線を設けた。
昨年改定された自殺大綱にも盛り込まれたが、セクシュアルマイノリティの自殺念慮
は高いと報告されているのである。開設してから連日1500件ほどの電話が寄せられて
いるのだ。DV・性暴力の回線にも1500件以上かかってきている。しかし、支援制度で
はまだまだ未成熟な分野である。
コーディネーターの 1 人がかつて支援の現場でこんなやり取りをしたことがあると
いう。先輩の支援者から「あなたの支援は間違っている。本人が望むようにしてはい
けないんだ」と言われたという。とても興味深い。おそらく相談者のニーズに見合う
システムがないのだから、本人に納得してもらうように話すべきだ、ということなの
だろうと思うが、「制度」に合わせるのではなく、「本人」のニーズに合わせるのが、
本来の支援であると思う。「制度」がなければ作ればいい。大事なことは「本人」を大
事にすることではないのか。
ある官僚からこう言われたことがある。「あなたの望むようにならないのは、女性に
対する暴力被害への対処方法が『公知』でないからなのだ」と。公の知識となってい
ないから、レイプは被害者が抵抗したかどうかで有罪か無罪か裁かれるのだというこ
となのだそうだ。同意の有無ではなくて。これもまた興味深い。
当事者は多様であり、実は社会の一員であるのに、社会は多様性をなかなか認めず、
当事者は無用に呻吟している。そこから排除が始まるのである。戸籍の性別と外見が
違えば、採用面接で落とされてしまう、暴力を振るわれた側なのに「あなたにも悪い
ところがあるから殴られたんだ」
と言われる、性虐待の加害者は
実の父が圧倒的であるという事
実があっても「継父じゃなく
て？」と問い返される、という
ように。
「公知」となるための試みに、
多くの人が参加してもらいたい。
よりそいホットラインの相談結
果は、そのために大いに活用し
ていきたいと思っている。
──────────────［えんどう  ともこ・一般社団法人  社会的包摂サポートセンター事務局長］
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専門性及び当事者性のあるよりそい支援
暴力から逃れるためのシェルター 児相・警察・司法対応など安全確保
生活保護受給
障害者支援制度の活用医療機関による医療及びケア
ピアを基本としたカウンセリング、ケアグループなど
ホットラインなどの
相談窓口
心身の回復
回復プロセスのイメージ（「家族・地域」の再選択となることも）
生活再建プログラムへ
図 5　回復のプロセス
